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議案第 ４３ 号 

執行機関の附属機関に関する条例の一部改正について 

○執行機関の附属機関に関する条例（昭和４２年藤井寺市条例第１９号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

附属機関の属

する執行機関 
附属機関 担任事務 

（略） 

市長 

市立藤井寺市

民病院医療倫

理委員会 

市民病院において行う医療行為及び臨床的

研究についての倫理的観点からの審議に関

する事務 

市長 

市立藤井寺市

民病院改革プ

ラン評価委員

会 

市立藤井寺市民病院改革プランの実施状況

の点検及び評価についての調査審議に関す

る事務 

教育委員会 

藤井寺市立小

中学校通学区

域審議会 

市立小中学校の通学区域に関する調査審議

に関する事務 

（略） 

附属機関の属

する執行機関 
附属機関 担任事務 

（略） 

市長 

市立藤井寺市

民病院医療倫

理委員会 

市民病院において行う医療行為及び臨床的

研究についての倫理的観点からの審議に関

する事務 

教育委員会 

藤井寺市立小

中学校通学区

域審議会 

市立小中学校の通学区域に関する調査審議

に関する事務 

（略） 
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○非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第１７号） 新旧対照表 

（附則第２条関係） 

改正後 改正前 

別表第１（第２条、第４条関係） 

区分 報酬額 

（略） 

健康増進計画・食育推進計画策定委員会

委員 
日額 ９，５００円

市立藤井寺市民病院改革プラン評価委員

会委員 
日額 ９，５００円

消防団団長 年額 １６０，０００円

（略） 

別表第１（第２条、第４条関係） 

区分 報酬額 

（略） 

健康増進計画・食育推進計画策定委員会

委員 
日額 ９，５００円

消防団団長 年額 １６０，０００円

（略） 
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議案第 ４４ 号 

藤井寺市印鑑条例の一部改正について 

○藤井寺市印鑑条例（平成６年藤井寺市条例第１６号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（多機能端末機による印鑑登録証明書の交付） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

第１３条 前条の規定にかかわらず、登録者は、個人番号カード（行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律

第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。）に記録されてい

る利用者証明用電子証明書（電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構

の認証業務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）第２２条第１項に規定

する利用者証明用電子証明書で有効なものに限る。）を利用することにより、

多機能端末機（本市の電子計算機と電気通信回線で接続された端末機で、当該

端末機の操作により印鑑登録証明書等を発行する機能を有するものをいう。）

で印鑑登録証明書の交付を申請し、その交付を受けることができる。 

＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（質問調査） （質問調査） 

第１４条 （略） 第１３条 （略） 

（手数料） （手数料） 

第１５条 （略） 第１４条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

（閲覧の禁止） （閲覧の禁止） 

第１６条 （略） 第１５条 （略） 

（藤井寺市行政手続条例の適用除外） （藤井寺市行政手続条例の適用除外） 

第１７条 （略） 第１６条 （略） 

（規則への委任） （規則への委任） 
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改正後 改正前 

第１８条 （略） 第１７条 （略） 
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議案第 ４５ 号 

藤井寺市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正について 

○藤井寺市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年藤井寺市条例第１９号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（職員の一般的要件） （職員の一般的要件） 

第８条 放課後児童健全育成事業において利用者の支援に従事する職員は、健全

な心身を有し、豊かな人間性及び倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者

であって、できる限り児童福祉事業の理論及び実務について訓練を受けたもの

でなければならない。 

第８条 放課後児童健全育成事業において利用者の支援に従事する職員は、健全

な心身を有し、豊かな人間性及び倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者

であって、できる限り児童福祉事業の理論及び実務について訓練を受けた者で

なければならない。 

（職員） （職員） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、都道府県

知事又は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指

定都市若しくは同法第２５２条の２２第１項の中核市の長が行う研修を修了し

たものでなければならない。 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、都道府県

知事又は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指

定都市の長が行う研修を修了した者でなければならない。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による高等学校（旧中

等学校令（昭和１８年勅令第３６号）による中等学校を含む。）若しくは中

等教育学校を卒業した者、同法第９０条第２項の規定により大学への入学を

認められた者若しくは通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通

常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）

又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者（第９号に

おいて「高等学校卒業者等」という。）であって、２年以上児童福祉事業に

従事したもの 

（３） 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による高等学校（旧中

等学校令（昭和１８年勅令第３６号）による中等学校を含む。）若しくは中

等教育学校を卒業した者、同法第９０条第２項の規定により大学への入学を

認められた者若しくは通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通

常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）

又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者（第９号に

おいて「高等学校卒業者等」という。）であって、２年以上児童福祉事業に

従事した者 

（４）～（８） （略） （４）～（８） （略） 

（９） 高等学校卒業者等であり、かつ、２年以上放課後児童健全育成事業に

類似する事業に従事した者であって、市長が適当と認めたもの 

（９） 高等学校卒業者等であり、かつ、２年以上放課後児童健全育成事業に

類似する事業に従事した者であって、市長が適当と認めた者 
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改正後 改正前 

（１０） （略） （１０） （略） 

４ （略） ４ （略） 

５ 放課後児童支援員及び補助員は、支援の単位ごとに専ら当該支援の提供に当

たる者でなければならない。ただし、利用者が２０人未満の放課後児童健全育

成事業所であって、放課後児童支援員のうち１人を除いた者又は補助員が同一

敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事している場合でその他の利用者

の支援に支障がない場合は、この限りでない。 

５ 放課後児童支援員及び補助員は、支援の単位ごとに専ら当該支援の提供に当

たる者でなければならない。ただし、利用者が２０人未満の放課後児童健全育

成事業所であって、放課後児童支援員のうち１人を除いた者又は補助者が同一

敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事している場合でその他の利用者

の支援に支障がない場合は、この限りでない。 

（苦情への対応） （苦情への対応） 

第１８条 （略） 第１８条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 放課後児童健全育成事業者は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第８

３条に規定する運営適正化委員会が行う同法第８５条第１項の規定による調査

にできる限り協力しなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、社会福祉法（昭和２６年法律４５号）第８３

条に規定する運営適正化委員会が行う同法第８５条第１項の規定による調査に

できる限り協力しなければならない。 




